
草津市人材確保支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 市長は、市内における産業振興を図るため、市内の中小企業者等がその事業活動に

必要な人材を安定的に確保するために必要な経費に対して、予算の範囲内において草津市

人材確保支援補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関して

は、草津市補助金等交付規則（昭和５９年草津市規則第１１号）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。 

（補助事業者） 

第２条 補助事業者は、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定

する中小企業者、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８

号）第２条第１号に規定する一般社団法人および一般財団法人ならびに公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第２条第３号に規定する

公益法人で、草津市内に事務所または事業所（仮設または臨時の店舗その他設置が恒常的

なものでないものを除く。）を有するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付対象とし

ない。 

(1) 市税の未納がある者 

(2) 他の公的機関等が実施するこの要綱に規定する補助金と同種の補助金等を受け 

ている者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団もしくは同条第６号に規定する暴力団員またはこれらと密接な

関係を有する者 

(4) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

の規定による許可または届出を要する事業を営む者 

(5) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体に

係る活動をする者 

(6) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体に係る活動を

する者 

(7) その他市長が不適当と認める者 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、厚生労働省が所管す

る許可または認定制度に基づく事業者が提供する中途採用に係る有償サービスを利用して

実施する事業とする。 



２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは補助対象事業としない。 

(1) 補助事業者が自らまたは共同で主催する説明会 

(2) 広く一般に公開されていない説明会 

(3) 補助事業者と資本関係がある事業者、補助事業者の代表者、役員、配偶者もしくは

３親等以内の親族が役員として属する事業者または事業を営んでいない個人と契約した

もの 

(4) その他市長が不適当と認めるもの 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げる経費のう

ち、市長が必要かつ適当と認めるものとする。（消費税および地方消費税は除く。） 

(1) 転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

(2) 成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

(3) 転職フェア等への出展料 

２ 前項第１号および第２号に規定する経費にあたっては、採用内定があった場合のみを対

象とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は補助対象経費の合計額に２分の１を乗じて得た額とし、３０万円を上

限とする。 

２ 補助金の額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

３ 補助金の交付は、補助対象者につき、同一年度内に１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、草津市人材確保

支援補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 事業計画書（別記様式第２号） 

(2) 補助対象経費の詳細および金額が確認できる書類 

(3) 履歴事項全部証明書の写し(発行から３か月以内)または個人事業の開業届の写し 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の補助金の交付申請は、当該年度の１月末日までに行うものとする。 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があった場合、その内容を審査し、補

助金の交付を適当と認めるときは、補助金の交付額を決定し、草津市人材確保支援補助金

交付決定通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の補助金の交付の決定にあたり、必要に応じて条件を付することができ



る。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、補助金の交付を不適当と認めるときは、草津

市人材確保支援補助金不交付決定通知書（別記様式第４号）により申請者に通知するもの

とする。  

（補助対象事業の内容の変更） 

第８条 前条の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれ

かに該当する場合には、草津市人材確保支援補助金変更申請書（別記様式第５号）を市長

に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 補助対象事業の内容を変更しようとするとき 

(2) 補助金の交付決定を受ける際に、市長が前条第２項に規定する条件を付した場合に

おいて、その条件に反して補助対象事業の内容を変更しようとするとき 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、草津市人材確保支援補助金変

更承認決定通知書（別記様式第６号）により、申請を行った補助事業者に通知するものと

する。 

３ 市長は、前項の補助対象事業の変更の承認に当たり、必要に応じて条件を付することが

できる。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、事業が完了した日から３０日以内

または対象事業年度の２月末日のいずれか早い日までに、草津市人材確保支援補助金実績

報告書（別記様式第７号）に次に掲げる書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書（別記様式第８号） 

(2) 補助対象経費の支払が確認できる書類 

(3) 補助対象事業の実施が確認できる書類 

(4) 第４条第１項第１号および第２号に規定する経費については雇用契約がわかる書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、補助対象

事業の成果が補助金の交付決定の内容およびこれに付した条件に適合すると認めるとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、草津市人材確保支援補助金交付額確定通知書（別記

様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求および交付） 

第１１条 前条の規定による草津市人材確保支援補助金交付額確定通知書を受けた補助事業



者は、草津市人材確保支援補助金交付請求書（別記様式第１０号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに当該補助事業者に補助金を支払うものと

する。 

（検査報告） 

第１２条 市長は、補助事業者に対し、補助対象事業の状況および経費の収支等について、

現地調査等により検査し、または報告を徴することができる。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定

の全部または一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき 

(2) その他補助金の交付決定の内容もしくはこれに付した条件または法令等に違反した

とき 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき 

２ 市長は、前項の補助金の交付決定を取り消したときは、草津市人材確保支援補助金取消

通知書（別記様式第１１号）により、補助事業者に通知する。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助事業者が前条第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場

合において、当該取り消しにかかる部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限

を定めてその返還を命ずるものとする。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年７月１５日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１２条から第１

４条までの規定については、同日後もなおその効力を有する。 

 

  



別記 

様式第１号（第６条第１項関係） 

    年   月   日 

 

草津市長 宛 

 

申請者 住 所  

氏 名  

（団体の場合は、名称および代表者名） 

 

草津市人材確保支援補助金交付申請書 

 

草津市人材確保支援補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、草津市人材確保支援補

助金の交付について次のとおり申請します。なお、この申請にあたり同要綱第１３条第１項

に該当する事実が判明したときは、補助金等の交付決定の全部または一部を取り消された場

合でも、異議を申し立てることはなく、これにより生じる損害の一切の責任を当方が負うも

のとします。また、当方の市税の納付状況の照会を行うことについて同意いたします。 

記 

 

１ 申請内容（該当項目を〇で囲んでください（複数可）。 

 １－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

 １－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

 １－（３）転職フェア等への出展料 

 

２ 補助金交付申請額              円 

 

補助対象経費 金額（税抜） 

１－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 円 

１－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 円 

１－（３）転職フェア等への出展料 円 

 

３ 関係書類 

(1) 事業計画書(別記様式第２号) 

(2) 補助対象経費の詳細および金額が確認できる書類 

(3) 履歴事項全部証明書の写し(発行から３か月以内)または個人事業の開業届の写し 

 

 



様式第２号（第６条第１項第１号関係） 

事 業 計 画 書 

 

１ 申請者の概要 

 法 人 名 ま た は 屋 号 ： 

 代 表 者 職 氏 名 ： 

連絡担当者名 連絡先： 

 業 種 ・ 事 業 内 容 ： 

 資 本 金 ： 

常時使用する従業員数： 

 ※代表者・役員・家族従業員・パートを除く。 

 

２ 計画の内容（実施する事業に☑をつけ、各項目を記入してください。） 

□転職サイトへの求人

情報の掲載に要する経

費 

広告媒体の名称 
 

広告媒体の運営会社名 
 

求人情報・求人広告の掲載予定期

間 

 

広告掲載する事業所名等（法人名

と異なる場合のみ記載） 

 

□成功報酬型の人材紹

介会社への手数料 
人材紹介会社の名称 

 

採用決定時期 
 

入社時期 
 

□転職フェア等への出

展料 
転職フェア等の名称 

 

主催者 
 

開催期間 
 

開催場所 
 

 

３ 採用予定者数     人 

 

※裏面あり 



４ 採用したい人物の要件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 事業の期間および収支の計画 

補助対象経費 経費名称 期間 金額（税抜） 

    

    

    

合計（円） 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第７条第１項関係） 

草   第   号  

年   月   日  

 

       様 

草津市長           

 

草津市人材確保支援補助金交付決定通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった草津市人材確保支援補助金の交付について、次のとおり決

定したので草津市人材確保支援補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補 助 年 度                     年度 

交 付 決 定 額                     円 

 

交 付 条 件 

 

(1) 草津市補助金等交付規則および草津市人材確保支援補助

金交付要綱を遵守すること。 

(2) 補助対象事業の内容を変更または経費を変更しようとす

る場合は、草津市人材確保支援補助金変更申請書（別記様式

第５号）を提出し、市長の承認を得なければならない。 

(3) 補助対象事業が予定の期間内に完了しない、または遂行

が困難となった場合は、市長に遅滞なく報告しその指示を受

けること。 

(4) 補助対象事業の完了後、本市が別途指定する日までに草

津市人材確保支援実績報告書（別記様式第７号）に関係書類

を添えて提出すること。 



様式第４号（第７条第３項関係） 

  草   第   号  

年   月   日  

 

様 

草津市長           

 

草津市人材確保支援補助金不交付決定通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった草津市人材確保支援補助金について、次のとおり交付しな

いことと決定したので草津市人材確保支援補助金交付要綱第７条第３項の規定により通知し

ます。 

記 

 

補 助 年 度                     年度     

補 助 対 象 経 費 

 １－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

 １－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

 １－（３）転職フェア等への出展料 

 

事業の目的および内容 

 

 

 

 

交 付 申 請 金 額 

 

 

                     円 

 

交 付 し な い こ と と 

決 定 し た 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第８条第１項関係） 

年   月   日 

 

草津市長 宛 

申請者 住所  

氏名             

（団体の場合は、名称および代表者名） 

 

草津市人材確保支援補助金変更申請書 

 

年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定のあった人材確保支援補助事業に

ついて、内容の変更を行いたく草津市人材確保支援補助金交付要綱第８条第１項の規定によ

り申請します。 

記 

 

 

補 助 年 度 

 

                    年度 

 

補 助 対 象 経 費 

 １－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

 １－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

 １－（３）転職フェア等への出展料 

 

変 更 す る 内 容 

 

 

変 更 す る 理 由 

 

添 付 書 類 

 

 

 

 



様式第６号（第８条第２項関係） 

    草   第   号  

年   月   日  

 

様 

 草津市長           

 

草津市人材確保支援補助金変更承認決定通知書 

 

年  月  日付けで変更申請のあった補助対象事業の変更について、次のとおり承認

したので草津市人材確保支援補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知します。 

記 

 

 

補 助 年 度 

 

                    年度 

 

補 助 対 象 経 費 

 １－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

 １－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

 １－（３）転職フェア等への出展料 

承 認 し た 変 更 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号（第９条関係） 

年   月   日 

 

草津市長 宛 

申請者 住所  

氏名              

（団体の場合は、名称および代表者名） 

 

草津市人材確保支援補助金実績報告書 

 

年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定のあった補助対象事業の実績につい

て、草津市人材確保支援補助金交付要綱第９条の規定により次のとおり報告します。 

記 

 

１ 補助対象額          円 

補助対象経費 金額（税抜） 

１－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費  

１－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料  

１－（３）転職フェア等への出展料  

 

２ 計画の内容（実施する事業に☑をつけ、各項目を記入してください。） 

□転職サイトへの求人情

報の掲載に要する経費 

広告媒体の名称  

広告媒体の運営会社名  

求人情報・求人広告の掲載予定期間  

広告掲載する事業所名等（法人名と

異なる場合のみ記載） 

 

□成功報酬型の人材紹介

会社への手数料 

人材紹介会社の名称  

採用決定時期  

入社時期  

□転職フェア等への出展

料 

転職フェア等の名称  

主催者  

開催期間  

開催場所  

※裏面あり 



３ 関係書類 

(1) 事業報告書(別記様式第８号) 

(2) 補助対象経費の支払が確認できる書類 

(3) 補助対象事業の実施が確認できる書類 

※  事業実施の様子が分かる写真、事業に要した資料等の写し等 

(4) 第４条第１項第１号および第２号に規定する経費については雇用契約がわかる書類 

  

  



様式第８号（第９条第１号関係） 

 

事業報告書 

 

１ 事業の期間および収支の実績 

補助対象経費 経費名称 期間 金額（税抜） 

    

    

    

合計（円）    

 

 

２ 採用した人物について 

採用者氏名 前職 採用に至った能力・技能について 

   

   

※転職サイト、成功報酬型の人材紹介会社を経由した採用の場合のみ記入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（第１０条関係） 

   草   第   号  

年   月   日  

 

様 

 草津市長           

 

草津市人材確保支援補助金交付額確定通知書 

 

年  月  日付け  第  号で補助金の交付の決定をした人材確保支援補助事業に

ついて、次のとおり人材確保支援補助事業補助金の額を確定したので、草津市人材確保支援

補助金交付要綱第１０条の規定により通知します。 

記 

 

 

補 助 年 度 

 

                     年度 

 

補 助 対 象 経 費 

 １－（１）転職サイトへの求人情報の掲載に要する経費 

 １－（２）成功報酬型の人材紹介会社への手数料 

 １－（３）転職フェア等への出展料 

 

補 助 金 確 定 額 

 

                      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１０号（第１１条第１項関係） 

年   月   日 

 

草津市長 宛 

補助事業者 住所  

氏名              

（団体の場合は、名称および代表者名） 

 

草津市人材確保支援補助金交付請求書 

 

年  月  日付け  第  号をもって額の確定の通知を受けた補助金について、草津

市人材確保支援補助金交付要綱第１１条第１項の規定により次のとおり請求します。 

記 

 

１ 補助金請求額        金                     円   

         

２ 振込先口座         

  

 

 

 

 

 

  

 

 

３ 添付書類 

 振込先口座の通帳の写しまたは振込先口座のキャッシュカードの写し 

（金融機関名、口座種別、口座番号、口座名義のわかるもの） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関名   

本支店名   

口座種別   

口座番号   

口座名義（カナ）   

口座名義   



様式第１１号（第１３条第２項関係） 

   草   第   号  

年   月   日  

 

様 

 草津市長           

 

草津市人材確保支援補助金取消通知書 

 

年  月  日付け  第  号で交付の決定をした補助金について、次のとおり交付決

定の（全部・一部）を取り消したので、草津市人材確保支援補助金交付要綱第１３条第２項

の規定により通知します。 

記 

 

 

 

１ 取消後交付決定額        金                     円   

         

 

２ 返還額          金                     円  

 

 

３ 返還期限             年   月   日  

 

 

４ 取消理由        

  

 

 


